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証券コード　4053
（発送日）2024年３月11日

（電子提供措置開始日）2024年３月７日
株　主　各　位

東京都千代田区大手町一丁目６番１号
株 式 会 社 Ｓ ｕ ｎ 　 Ａ ｓ ｔ ｅ ｒ ｉ ｓ ｋ

代表取締役 小 林 泰 平

　当社ウェブサイト　https://sun-asterisk.com/ir/
（上記ウェブサイトにアクセスのうえ、「株主総会」をご選択いただき、
ご確認ください。）

第11回定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申しあげます。
　さて、当社第11回定時株主総会を下記のとおり開催しますので、ご通知申しあげます。

　本株主総会の招集に際しては、株主総会参考書類等の内容である情報（電子提供措置事項）に
ついて電子提供措置をとっており、インターネット上の当社ウェブサイトに掲載していますの
で、以下のウェブサイトにアクセスのうえ、ご確認くださいますようお願い申しあげます。

　また、電子提供措置事項は、当社ウェブサイトのほか、東京証券取引所（東証）のウェブサイ
トにも掲載していますので、以下よりご確認ください。

　東京証券取引所ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）
　https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show
（上記ウェブサイトにアクセスのうえ、「銘柄名（会社名）」に「Ｓｕｎ　Ａｓｔｅｒｉｓｋ又
はサンアスタリスク」又は「コード」に当社証券コード「4053」を入力・検索し、「基本情報」
「縦覧書類/PR情報」を順に選択して、「縦覧書類」にある「株主総会招集通知/株主総会資料」
欄よりご確認ください。）

　本総会は、前年と同様にハイブリッド出席型バーチャル株主総会として実施することとしまし
た。議長を除くすべての出席役員は、インターネットを通じた遠隔からの出席となり、来場しな
い予定です。
　株主の皆様にも、書面またはインターネットによる事前の議決権行使、もしくはインターネッ
ト出席を積極的にご利用いただきますよう、お願い申しあげます。
　インターネット出席をご利用の株主様は、５頁をご確認の上、事前申込みください。

開催日当日のご来場を希望される場合は、６頁をご確認ください。
敬具
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１．日 時 2024年３月28日（木曜日）午前10時
２．場 所 東京都千代田区神田駿河台四丁目６番地

御茶ノ水ソラシティ
カンファレンスセンター　２F　Terrace Room
※会場が昨年と異なります。お間違えのないようお気をつけください。
※インターネット出席を積極的にご利用いただきますよう、お願い申しあげます。

３．目 的 事 項
報 告 事 項 １. 第11期（2023年１月１日から2023年12月31日まで）事業報告、連結計算

書類並びに会計監査人及び監査等委員会の連結計算書類監査結果報告の件
２. 第11期（2023年１月１日から2023年12月31日まで）計算書類報告の件

決 議 事 項
議案　取締役（監査等委員である取締役を除く）５名選任の件

※当社ウェブサイト　https://sun-asterisk.com/ir/

記

以　上

◎書面交付請求をいただいた株主様には、電子提供措置事項を記載した書面をあわせてお送りしますが、
当該書面は、法令及び定款第13条の規定に基づき、次に掲げる事項を除いています。
①　事業報告の「業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況」
②　連結計算書類の「連結株主資本等変動計算書」「連結注記表」
③　計算書類の「株主資本等変動計算書」「個別注記表」
したがいまして、当該書面に記載している事業報告、連結計算書類及び計算書類は、会計監査人が会計監
査報告を、監査等委員会が監査報告を作成するに際して監査をした対象書類の一部です。

◎電子提供措置事項に修正が生じた場合は、上記インターネット上の当社ウェブサイト（※）及び東証ウ
ェブサイトにおいて、その旨、修正前及び修正後の事項を掲載します。
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議決権行使書用紙のご記入方法のご案内

議決権行使のご案内
議決権は、株主の皆様の大切な権利です。「株主総会参考書類」（７頁から10頁まで）をご検討の上、
議決権をご行使くださいますようお願い申しあげます。
議決権行使には次の４つの方法がございますが、今年も前年と同様にハイブリッド出席型バーチャル株
主総会を予定していますので、【１】の書面または【２】のインターネットによる事前の議決権行使、
もしくは【３】インターネット出席をご活用いただけます。開催日当日のご来場を希望される場合は、
【４】をご確認ください。

【１】書面による事前の議決権行使　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
本招集ご通知とあわせてお送りする議決権行使書用紙に各議案に関する賛否をご表示の上、2024年３
月27日(水曜日) 午後7時までに到着するようご返送ください。

こちらに議案の賛否をご記入ください。
議案

◦ 全員賛成の場合 「賛」の欄に〇印
◦ 全員反対する場合 「否」の欄に〇印
◦ 一部の候補者を反対する場合

「賛」の欄に〇印をし、
反対する候補者の番号を
ご記入ください。

議 決 権 行 使 書
御中

株主番号　○○○○○○○○ 　議決権の数 XX 個

スマートフォン用
議決権行使
ウェブサイト
ログインQRコード

1.　

2.

3.

4.　

○○○○○○○

（
切
取
線
）

○○○○

○○○○○○○

××××年　×月××日

※議決権行使書はイメージです。
◎書面（郵送）により議決権を行使された場合の議決権行使書において、議案に対する賛否の表示がない場合は、賛成の表示があったものと
してお取り扱いします。
◎書面（郵送）及びインターネットの両方で議決権行使をされた場合は、インターネットによる議決権行使を有効な議決権行使としてお取り
扱いいたします。また、インターネットにより複数回、議決権行使をされた場合は、最後に行われたものを有効な議決権行使としてお取り扱
いします。
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【２】インターネットによる事前の議決権行使　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
当社指定の議決権行使ウェブサイトにて各議案に対する賛否を2024年３月27日（水曜日）午後７時までにご
入力ください。

QRコードを読み取る方法「スマート行使」 議決権行使コード・パスワードを入力する方法
議決権行使コード及びパスワードを入力することなく議決権行使
ウェブサイトにログインすることができます。

議決権行使
ウェブサイト https://www.web54.net

　
１

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。

「スマート行使」での議決権行使は１回に限り
可能です。
議決権行使後に行使内容を変更する場合は、お手数ですが
PC向けサイトへアクセスし、議決権行使書用紙に記載の
「議決権行使コード」・「パスワード」を入力してログイン、
再度議決権行使をお願いいたします。
※‌‌QRコードを再度読み取っていただくと、PC向けサイト
へ遷移できます。

議決権行使書用紙右下に記載のQRコードを読み取ってください。
議 決 権 行 使 書

御中

株主番号　○○○○○○○○ 　議決権の数 XX 個

スマートフォン用
議決権行使
ウェブサイト
ログインQRコード

1.　

2.

3.

4.　

○○○○○○○

（
切
取
線
）

○○○○

○○○○○○○

××××年　×月××日

議 決 権 行 使 書
御中

株主番号　○○○○○○○○ 　議決権の数 XX 個

スマートフォン用
議決権行使
ウェブサイト
ログインQRコード

1.　

2.

3.

4.　

○○○○○○○

（
切
取
線
）

○○○○

○○○○○○○

××××年　×月××日

※‌‌「QRコード」は株式会社デンソーウェーブの登録商標です。

２

議決権行使ウェブサイトにアクセスしてください。１

「次へすすむ」を
クリック

※操作画面はイメージです。

議決権行使書用紙に記載された
「議決権行使コード」をご入力ください。

「議決権行使コード」
を入力

「ログイン」を
クリック

２

議決権行使書用紙に記載された
「パスワード」をご入力ください。

「初期パスワード」
を入力
実際にご使用になる
新しいパスワードを
設定してください

「登録」をクリック

３

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。４

インターネットによる議決権行使で
パソコンやスマートフォン、携帯電話の操作方法などが
ご不明な場合は、右記にお問い合わせください。

三井住友信託銀行　証券代行ウェブサポート 専用ダイヤル
電話番号：0120－652－031（フリーダイヤル）

（受付時間　９：00～21：00）
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ハイブリッド出席型バーチャル株主総会 インターネット出席のご案内ページ
https://sun-asterisk.com/ir/stock/meeting/202403net

【３】開催日当日のインターネット出席による議決権行使　　　　　　　　　　　　　　　　
開催日当日に当社指定の「Zoomウェビナー」よりハイブリッド出席型バーチャル株主総会にインター
ネット出席し、ライブ中継をご視聴いただきながら、議決権行使や質問が可能です。実際に株主総会の
会場にお越しいただく場合と同様に、会社法上、株主総会に「出席」したものと取り扱われます。以下
のとおりご案内申しあげますが、詳細につきましては当社ウェブサイトをご参照ください。
①インターネット出席に関するお手続き
インターネット出席される株主様は、2024年３月14日（木曜日）午前10時から2024年３月21日（木
曜日）午後７時までに、下記のウェブサイトより本招集ご通知とあわせてお送りする議決権行使書用紙
に記載されている「株主番号」、「議決権の個数」、「株主名」等の必要項目をご入力の上、お申し込
みください。インターネット出席に必要な情報や詳細につきましては、お申し込みいただいた株主様に
追ってご案内します。また、当日の円滑な株主総会運営のため、お申し込みいただいた株主様向けに事
前の接続テストを実施する予定です。

②インターネット出席いただくための注意事項
(1) インターネット出席によるご出席は、株主様本人に限定しており、代理人による出席はお受けできません。
(2) バーチャル株主総会はインターネット（パソコン・スマートフォン）を利用してインターネット出席する

必要があります。なお、フィーチャーフォン（ガラケ一）からのインターネット出席はできません。
(3) インターネット出席いただくにあたり、出席場所及び通信環境につきましては、株主様ご自身で用意いた

だく必要があります。株主様の通信環境等を原因として、株主様がインターネット出席できない場合やイ
ンターネット出席された株主様が議決権等を行使できない場合もございますのであらかじめご了承くださ
い。

(4) 当社は、バーチャル株主総会の開催にあたり、合理的な範囲で通信障害等への対策を行いますが、通信障
害等により株主様がインターネット出席できない場合やインターネット出席された株主様が議決権等を行
使できない場合がございますのであらかじめご了承ください。

(5) バーチャル株主総会に参加いただくには、別途最新のZoomアプリが必須となります。Zoomは、当社で
はなくZoom Video Communications, Inc.が提供するサービスです。Zoomをご利用いただくにあたっ
ては、別途同社が定めるZoomサービス規約が適用されます。インターネット出席にあたりZoomの不具
合等により株主様がインターネット出席できない場合やインターネット出席された株主様が議決権等を行
使できない場合がございますのであらかじめご了承ください。

(6) インターネット出席される株主様の動議については、取り上げることが困難なため、お受けしません。当
日、実際の株主総会会場の出席者から動議提案がなされた場合など、招集通知に記載のない件について採
決が必要になった場合には、インターネット出席者は賛否の表明ができません。その場合、インターネッ
ト出席者は、棄権又は欠席として取り扱うことになりますのであらかじめご了承ください。

(7) インターネット出席された株主様の行為が株主総会の秩序を乱すと議長により判断された場合、通信を強
制的に途絶させていただく場合もございます。

(8) 当社がやむを得ないと判断した場合、バーチャル株主総会の内容を一部変更又は中止とさせていただく場
合がございます。

(9) バーチャル株主総会参加用URLを第三者に共有すること、バーチャル株主総会の模様を録音、録画、公開
等することは、お断りさせていただきます。
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【４】開催日当日のご来場(会場出席)による議決権行使　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
今年も前年と同様にハイブリッド出席型バーチャル株主総会を予定しており、インターネット出席を積
極的にご活用いただきたく存じますが、ご来場を希望される場合は、直接会場にお越しください。
なお、議長を除くすべての出席役員は、インターネットを通じた遠隔からの出席となり、来場しない予
定です。加えて、議決権行使、動議については、後記①の方法で行わせていただき、口頭でのご発言を
通じた対応は行いませんので、あらかじめご了承ください。

①開催日当日の議決権行使、動議の方法
当社が用意した用紙に記入いただく方法で行わせていただきます。

②来場時の注意事項
株主様ご自身の議決権行使書をご持参ください。
お土産のご用意はございません。

※議決権行使が重複してなされた場合のお取扱い
(1) 議決権行使書用紙の郵送とインターネットの双方で議決権を行使された場合は、インターネットに

よる議決権行使を有効とさせていただきます。
(2) インターネット投票により、複数回議決権行使をされた場合には、最後の議決権行使を有効とさせ

ていただきます。
(3) 事前行使と当日行使の双方で議決権を行使された場合は、当日行使を有効とさせていただきます。

※お問い合わせ先について
IR担当　【メール】ir@sun-asterisk.com（受付時間10:00-19:00土日休日を除く）
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候補者番号 氏名 現在の当社における地位、担当 備考

１
こ

小
ばやし

林
 

　
た い

泰
へ い

平 代表取締役 経営全般 再任
　

２
は っ

服
と り

部
 

　
ゆ う

裕
す け

輔 取締役 経営管理担当 再任
　

３
う め

梅
だ

田
 

　
た く

琢
や

也 取締役 事業推進担当 再任
　

４
ひ ら

平
い

井
 

　
ま こ

誠
と

人 取締役 再任
　

５
い し

石
わたり

渡
 

　
ま

万
き

希
こ

子 取締役 再任 社外 独立

株主総会参考書類

議案　取締役（監査等委員である取締役を除く）５名選任の件
　本総会終結の時をもって取締役（監査等委員である取締役を除く。以下、本議案において同
じ。）全員（５名）は任期満了となります。
　つきましては、社外取締役１名を含む取締役５名の選任をお願いするものです。
　なお、本議案に関しましては、当社の監査等委員会は、全ての取締役候補者について適任である
と判断しています。

　取締役候補者は、次のとおりです。
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候補者
番　号

ふ   り   が   な

氏　　　　　名
（生 年 月 日）

略歴、当社における地位及び担当
（重  要  な  兼  職  の  状  況）

所 有 す る
当 社 の 株 式 数

１
こ ば や し た い へ い
小 林 泰 平

(1983年11月17日)

    2010年    4 月 インタープリズム株式会社入社
    2012年    10月 Framgia Vietnam Co.,Ltd （ 現 Sun 

Asterisk Vietnam Co.,Ltd.）COO就任
    2015年    9 月 Framgia Vietnam Co.,Ltd （ 現 Sun 

Asterisk Vietnam Co.,Ltd.）CEO就任（現
任）

    2017年    12月 当社代表取締役就任（現任）
    2018年    12月 グルーヴ・ギア株式会社取締役就任
    2021年    9 月 株式会社Trys取締役就任
    2022年    1 月 株式会社Trys代表取締役就任（現任）

2,920,000株

（取締役候補者とする理由）
取締役の平井誠人氏とともに当社グループを創業し、デジタル・クリエイティブスタジオ事業の立ち上げに従事。当

社グループの重要拠点であるベトナム法人のCEOを経て、2017年12月より当社グループの代表として経営にあたり、
企業価値向上に貢献しています。これらのことから今後の更なる当社グループの成長のために適任であると判断し、引
き続き取締役候補者としました。

候補者
番　号

ふ   り   が   な

氏　　　　　名
（生 年 月 日）

略歴、当社における地位及び担当
（重  要  な  兼  職  の  状  況）

所 有 す る
当 社 の 株 式 数

２
は っ と り ゆ う す け
服 部 裕 輔

(1975年４月14日)

    1998年    4 月 株式会社インテリジェンス（現パーソルキャ
リア株式会社）入社

    2010年    4 月 英創人材服務（上海）有限公司董事就任
    2010年    5 月 株式会社インテリジェンスエグゼクティブサ

ーチ取締役就任
    2013年    3 月 株式会社アイピース（現当社）設立　取締役

就任(現任)
    2018年    12月 グルーヴ・ギア株式会社取締役就任（現任）
    2021年    9 月 株式会社Trys取締役就任（現任）

5,394,000株

（取締役候補者とする理由）
2013年の当社設立以来一貫して当社取締役を務め、前職も含めて長年にわたる経営経験を有するとともに、グロー

バルかつ複数のサービスラインで事業展開を行う当社グループの適切な意思決定、経営管理の実現を図っています。こ
れらのことから今後の更なる当社グループの成長のために適任であると判断し、引き続き取締役候補者としました。
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候補者
番　号

ふ   り   が   な

氏　　　　　名
（生 年 月 日）

略歴、当社における地位及び担当
（重  要  な  兼  職  の  状  況）

所 有 す る
当 社 の 株 式 数

３
う め だ た く や
梅 田 琢 也

(1981年３月24日)

    2008年    6 月 Maxim Group入社
    2009年    6 月 Ships 21株式会社入社
    2009年    11月 山前商事株式会社入社
    2014年    9 月 株式会社スペイシー入社
    2015年    10月 株式会社スペイシー取締役就任
    2018年    4 月 当社入社
    2019年    12月 当社取締役就任（現任）
    2021年    1 月 株式会社NEWh取締役就任（現任）

2023年 ３月 グルーヴ・ギア株式会社取締役就任（現任）

190,000株

（取締役候補者とする理由）
2018年に当社に入社し、前職のスタートアップの経営者として培ってきた経験と知見を活かし、2019年４月の当社

執行役員就任及び同年12月の当社取締役に就任後は、当社の経営的な立場から積極的に提言等を行い、当社の企業価値
向上に貢献しています。このような実績を踏まえ、今後の当社グループの成長のために適任であると判断し、引き続き
取締役候補者としました。

候補者
番　号

ふ   り   が   な

氏　　　　　名
（生 年 月 日）

略歴、当社における地位及び担当
（重  要  な  兼  職  の  状  況）

所 有 す る
当 社 の 株 式 数

４
ひ ら い ま こ と
平 井 誠 人

(1976年１月24日)

    2000年    4 月 三菱商事株式会社入社
    2000年    7 月 株式会社インテリジェンス（現パーソルキャ

リア株式会社）入社
    2003年    10月 株式会社I&Gパートナーズ（現株式会社アト

ラエ）取締役就任
    2010年    11月 株式会社AOI Pro.入社
    2012年    7 月 旧株式会社フランジア・ジャパン設立代表取

締役就任
    2017年    12月 当社取締役就任（現任）

11,654,000株

（取締役候補者とする理由）
2012年に旧株式会社フランジア・ジャパンを設立後、当社グループの創業者として経営を牽引し、当社グループの

適切な意思決定、経営監督の実現を図っています。これらのことから今後の更なる当社グループの成長のために適任で
あると判断し、引き続き取締役候補者としました。
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候補者
番　号

ふ   り   が   な

氏　　　　　名
（生 年 月 日）

略歴、当社における地位及び担当
（重  要  な  兼  職  の  状  況）

所 有 す る
当 社 の 株 式 数

５
い し わ た り ま き こ
石 渡 万 希 子

(1972年５月21日)

    1995年    4 月 UBS証券株式会社入社
    1998年    9 月 エル・ピー・エル日本証券株式会社（現ＰＷ

Ｍ日本証券株式会社）入社
    2004年    4 月 ハートフォード生命保険株式会社入社
    2007年    4 月 フィデリティ投信株式会社入社
    2009年    9 月 株式会社B4F営業統括責任者、Co-Founder
    2015年    4 月 Farfetch Japan株式会社代表取締役就任
    2017年    10月 Ignite Coaching and Consulting 

Pte.Ltd.Founder,Managing Director
    2021年    3 月 株式会社CARTA HOLDINGS社外取締役就

任（現任）
    2022年    1 月 Natural Leadership Coaching （Ignite 

Coaching and Consulting Pte.Ltd.より事
業引継）Owner/Principal（現任）

2023年３月 当社社外取締役　就任

－株

（社外取締役候補者とする理由及び期待される役割の概要）
石渡万希子氏は、金融機関や外資系日本法人の経営等を通じて培った幅広い経験に加え、マーケティング・人材育

成・コーチングに精通しており、幅広い経営的視点からの助言及び提言を期待し、引き続き社外取締役候補者としまし
た。

（注）１.　各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
２.　各候補者の所有する当社の株式数は、2023年12月31日現在の状況を記載しています。
３.　石渡万希子氏は、社外取締役候補者です。
４.　石渡万希子氏は、現在、当社の社外取締役でありますが、社外取締役としての在任期間は本総会終結の時をもっ

て1年となります。
５.　石渡万希子氏の選任が承認された場合、当社は同氏との間で、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第

423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。なお、当該契約に基づく損害賠償責任の限度
額は、同法第425条第１項に定める最低責任限度額とします。

６.　当社は、石渡万希子氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として届け出ています。
７.　石渡万希子氏の戸籍上の氏名は、村瀬万希子氏です。
８.　当社は会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結し、被保険者が負

担することになる被保険者が法律上の損害賠償責任に基づいて負担する損害を当該保険契約により塡補すること
としています。各候補者が取締役に選任され就任した場合は、当該保険契約の被保険者となります。当該保険契
約は次回更新時においても同内容での更新を予定しています。なお、当該役員等賠償責任保険契約のその他内容
は後記事業報告23頁「４.会社役員の状況（３）役員等賠償等責任保険契約の内容の概要」に記載のとおりです。

以　上
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(2023年１月１日から
2023年12月31日まで)
事　 業　 報　 告

１.　企業集団の現況
（１）当事業年度の事業の状況

①　事業の経過及び成果
当連結会計年度におけるわが国の経済は、雇用・所得環境が改善する下で、各種政策の効

果により経済活動は回復基調で推移しました。一方で、足元での大幅な為替変動や物価の上
昇など先行き不透明な状況が続いています。

こうした経営環境の中、当社グループは、顧客の課題に応じて必要なサービスを提供すべ
く、「デジタル・クリエイティブスタジオ事業」という単一セグメントの中で、顧客と共に
デジタルプロダクトを創造していく「クリエイティブ＆エンジニアリング」と、デジタルプ
ロダクトの創造に必要な人材を発掘・育成し、顧客に輩出していく「タレントプラットフォ
ーム」という２つのサービスラインを展開し、顧客数及び顧客単価の拡大を重点課題として
取り組んでいます。

「クリエイティブ＆エンジニアリング」においては、既存顧客からの受注増加と、新規顧
客の増加が継続していることにより、当連結会計年度末におけるストック型顧客数は121
社、月次平均顧客単価は5,183千円、売上高は10,840百万円（前連結会計年度比16.8％増）
となりました。

「タレントプラットフォーム」においては、企業の採用意欲が回復基調にあり、売上高は
1,676百万円（前連結会計年度比14.0％増）となりました。

以上の結果、当連結会計年度の売上高は12,516百万円（前連結会計年度比16.5％増）、
営業利益は1,775百万円（同96.8％増）、経常利益は2,279百万円（同99.2％増）、親会社
株主に帰属する当期純利益は1,569百万円（同90.4％増）となりました。
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②　設備投資の状況
　当連結会計年度中において実施した当社グループの設備投資（無形固定資産を含む。）の
総額は106百万円です。その主な内容は、本店移転による内装工事費用37百万円、業務で使
用するＰＣ等の購入47百万円です。
　なお、当連結会計年度において重要な設備の除却、売却等はありません。
　また、当社はデジタル・クリエイティブスタジオ事業の単一セグメントであるため、セグ
メント別の記載を省略しています。

区 分 第 ８ 期
(2020年12月期)

第 ９ 期
(2021年12月期)

第 10 期
(2022年12月期)

第 11 期
(当連結会計年度)
(2023年12月期)

売 上 高(百万円) 5,367 8,030 10,745 12,516

経 常 利 益(百万円) 926 1,574 1,144 2,279

親会社株主に帰属
す る 当 期 純 利 益(百万円) 804 1,301 823 1,569

１株当たり当期純利益 (円) 22.93 34.79 21.81 41.25

総 資 産(百万円) 6,216 8,395 9,675 11,859

純 資 産(百万円) 5,017 6,586 7,736 9,499

１株当たり純資産 (円) 136.20 174.53 203.83 249.48

（２）直前３事業年度の財産及び損益の状況
①　企業集団の財産及び損益の状況

（注）１.　１株当たり当期純利益は自己株式を控除した期中平均発行済株式総数により、１株当
たり純資産は自己株式を控除した期末発行済株式総数により算定しています。

２.　当社は、2020年3月31日付で普通株式1株につき20株の割合で株式分割を行っていま
すが、第8期の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり当期純利益及び１
株当たり純資産を算定しています。

３.　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等を第10
期の期首から適用しており、第10期以降に係る各数値については、当該会計基準等を
適用した後の数値となっています。
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区 分 第 ８ 期
(2020年12月期)

第 ９ 期
(2021年12月期)

第 10 期
(2022年12月期)

第 11 期
(当事業年度)

(2023年12月期)
売 上 高(百万円) 4,368 6,549 7,903 9,657

経 常 利 益(百万円) 139 337 217 611

当 期 純 利 益(百万円) 101 249 89 269

１株当たり当期純利益 (円) 2.88 6.66 2.36 7.08

総 資 産(百万円) 4,860 5,070 5,389 6,456

純 資 産(百万円) 3,697 4,022 4,140 4,424

１株当たり純資産 (円) 100.36 106.60 109.08 116.20

②　当社の財産及び損益の状況

（注）１.　１株当たり当期純利益は自己株式を控除した期中平均発行済株式総数により、１株当
たり純資産は自己株式を控除した期末発行済株式総数により算定しています。

２.　当社は、2020年3月31日付で普通株式１株につき20株の割合で株式分割を行ってい
ますが、第8期の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり当期純利益及び
１株当たり純資産を算定しています。

３.　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等を第10
期の期首から適用しており、第10期以降に係る各数値については、当該会計基準等を
適用した後の数値となっています。

会 社 名 資 本 金 当社の議決権比率 主 要 な 事 業 内 容

Sun Asterisk Vietnam Co., Ltd 55千USD 100％ ソフトウェア開発・IT人材育成･紹介

グルーヴ・ギア株式会社 10百万円 100％ IT人材育成･紹介

株式会社NEWh 30百万円 100％ イノベーションデザイン＆スタジオ

株式会社Trys 100百万円 100％ ゲーム開発・運営、デジタルコンテ
ンツ制作

（３）重要な子会社の状況

－ 13 －



招
集
ご
通
知

株
主
総
会
参
考
書
類

事
業
報
告

計
算
書
類

監
査
報
告

（４）対処すべき課題
当社グループは、今後のさらなる成長を実現する上で、以下の事項を経営課題として重視し

ています。
①　組織能力の拡充・強化、人材の発掘・育成

当社グループの業績は現在のところ順調に推移していますが、組織能力の拡充・強化を
通じて、成長を確かなものとすることが必要と考えています。また、持続的な成長のため
には、当社のカルチャーに合った専門性を有する優秀な人材の採用と既存社員のスキルの
底上げが最重要課題と考えます。当社は優秀な人材の採用を積極的に行っていくと同時
に、社員に対して当社のミッション・バリューを深く浸透させ、かつ、個々のスキルを底
上げするような研修を実施していく等の人材育成に取り組んでいきます。

また、当社グループでは、日本の少子高齢化による高度IT人材の危機的な不足が今後さ
らに拡大していく、という社会課題に対して、海外の大学等との産学連携の取り組みを通
じて多くの人材を輩出していくことが重要だと考えています。当社グループで手掛けてい
る12の大学との産学連携や教育プログラム提供の取り組みの拡大にとどまらず、教育手
法のコモディティ化を進め、人材発掘・育成の質、量、スピードを高めていきます。

②　新たな収益モデルによる収益機会の多様化及び新領域への展開
当社グループの事業は、主にサービスの成長にコミットするデジタライゼーション市場

での取り組みとなります。当社もクライアントと共にリスクテイクする代わりに、サービ
スの収益に応じたレベニューシェアでの取り組みや、スタートアップ企業の創業時、アー
リーステージでの資本参加を中心に24社のスタートアップ企業への投資を実行していま
す。当社グループでは、投資後もスタートアップの成長に必要な機能を随時サポートする
ことで、投資先株式の価値向上に貢献しています。

こういった取り組みにより、デジタル・クリエイティブスタジオ事業の従来の収益に加
えて、レベニューシェア契約からの売上・利益や、投資先の株式の売却益等、多様な収益
機会を狙うことが可能となっています。

今後も当社グループの強みを生かして価値向上による新たな収益モデルにも取り組んで
いきます。

また、エンターテインメント業界では、ブロックチェーンを活用したDeFi（注１）、
NFT（注２）などのソリューションの登場や、各種デバイスの進化により、Web3（注
３）、Metaverse（注４）など新しいトレンドが生まれ劇的な変化が起きています。当
社グループも研究開発で獲得した技術力や、グループ会社に所属しているクリエイター達
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のコンテンツ創出力をベースに、エンターテインメント領域の事業展開にも取り組んでい
きます。
（注）１.　DeFi：分散型金融（Decentralized Finance）略称。中央で金融資産を管理

する中央集権システムを必要としない金融仲介アプリケーションのこと。
２.　NFT：非代替性トークン（Non-Fungible Token）の略称。ブロックチェー

ン上に記録される一意で代替不可能なデータ単位。画像・動画等のデジタルフ
ァイルを関連づけて所有権の公的な証明をすることができる。

３.　Web3：ブロックチェーン技術によって実現されようとしている新しい分散
型のWeb世界。Web3では、単一のサーバーやデータベースに代わり、ユー
ザー一人ひとりが参加するネットワークがサービス提供する基盤となる。

４.　Metaverse：コンピュータやコンピュータネットワークの中に構築された、
現実世界とは異なる3次元の仮想空間やそのサービスのこと。

③　技術力の更なる強化
当社グループでは、デジタライゼーション市場の変化の早さに対応するために最先端の

テクノロジーへの投資に注力し顧客の事業成長の更なる向上に取り組んでいきます。
AI（注１）、エッジコンピューティング（注２）、ブロックチェーン（注３）、サイバー
セキュリティー（注４）、ディープフェイク（注５）、IoT（注６）などの研究開発を主
にベトナム子会社内の研究開発チームにて行い、最先端技術の社会実装に向けて技術力の
強化に向けて取り組んでいきます。
（注）１.　AI：人工知能（artificial intelligence)の略称。人工的にコンピュータ上など

で人間と同様の知能を実現させようという試み、あるいはそのための一連の基
礎技術を指す。

２.　エッジコンピューティング：端末の近くにサーバーを分散配置するネットワー
ク技法のひとつ。

３.　ブロックチェーン：分散型台帳技術、または、分散型ネットワークのことで、
ビットコインの中核技術を原型とするデータベース。ブロックと呼ばれる順序
付けられたレコードの連続的に増加するリストを持つ。各ブロックには、タイ
ムスタンプと前のブロックへのリンクが含まれている。

４.　サイバーセキュリティー：サイバー領域におけるセキュリティを指す。
５.　ディープフェイク：人工知能に基づく人物画像合成の技術を指す。
６.　IoT：モノのインターネット（Internet of Things）の略称。センサーやデバ
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イスといった「モノ」がインターネットを通じてクラウドやサーバーに接続
され、情報交換することにより相互に制御する仕組み。

④　内部管理体制の更なる強化
当社グループは、更なる事業拡大を推進し、企業価値を向上させるためには、効率的な

オペレーション体制を基盤としながら、内部管理体制を強化していくことが重要な課題で
あると認識しており、コンプライアンス体制及び内部統制の充実・強化を図っていきま
す。

⑤　情報管理体制の更なる強化
当社グループでは、情報セキュリティマネジメントシステム（ISMS）の国際規格であ

るISO27001:2013の認証を取得していますが、事業を通じて多くの顧客の企業情報や顧
客が保有する個人情報等、様々な機密情報に接する機会があることから、情報管理体制を
継続的に強化していくことが重要だと考えています。現在情報管理やセキュリティ管理に
関する施策には万全の注意を払っていますが、今後も社内体制や管理方法の強化・整備に
取り組んでいきます。

（５）主要な事業内容（2023年12月31日現在）
当社グループは、デジタル・クリエイティブスタジオ事業の単一セグメントで事業を行って

います。

本 社 東京都千代田区

Sun Asterisk Vietnam Co., Ltd 本社（ベトナム ハノイ市）

グ ル ー ヴ ・ ギ ア 株 式 会 社 本社（東京都千代田区）

株 式 会 社 N E W h 本社（東京都千代田区）

株 式 会 社 T r y s 本社（東京都千代田区）

（６）主要な営業所及び工場（2023年12月31日現在）
①　当社

②　子会社
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従 業 員 数 （ 名 ） 前 連 結 会 計 年 度 末 比 増 減 （ 名 ）

1,748 （224） △57 （△61）

従 業 員 数 （ 名 ） 前事業年度末比増減（名） 平 均 年 齢 （ 歳 ） 平 均 勤 続 年 数 （ 年 ）

338（1） ＋90（ー） 32.3 1.9

（７）使用人の状況（2023年12月31日現在）
①　企業集団の使用人の状況

（注）１.　従業員数は就業人員（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外か
ら当社グループへの出向者を含む。）であり、臨時雇用者数（アルバイトを含む。）
は、年間の平均人員を（　）外数で記載しています。

２.　当社グループは、デジタル・クリエイティブスタジオ事業の単一セグメントであるた
め、セグメント別の記載はしていません。

３.　当期中において、従業員数が57名減少しています。これは主にSun Asterisk 
Vietnam Co., Ltdにて稼働率の低下を抑止するため、採用の抑制を行い減員したこと
によるものです。

②　当社の使用人の状況

（注）１.　従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含
む。）であり、臨時雇用者数（アルバイトを含む。）は、年間の平均人員を（　）外
数で記載しています。

２.　当社は、デジタル・クリエイティブスタジオ事業の単一セグメントであるため、セグ
メント別の記載はしていません。

３.　当期中において、従業員数が90名増加しています。これは主に事業の拡大に伴う期中
採用者が増加したことによるものです。

借 入 先 借 入 額

株 式 会 社 き ら ぼ し 銀 行 20百万円
株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 13百万円
株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 11百万円

（８）主要な借入先の状況（2023年12月31日現在）
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（１）　発行可能株式総数 136,000,000株
（２）　発行済株式の総数 38,075,500株（自己株式132株を含む）

（注）　新株予約権の権利行使に伴う新株式発行により、119,100株増加しています。
（３）　株主数 8,846名
（４）　大株主（上位10名）

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

平 井 誠 人 11,654千株 30.60％

服 部 裕 輔 5,394 14.16
FUJIMOTO KAZUNARI-DAIWA CM
S I N G A P O R E  L T D - N O M I N E E 3,220 8.45

小 林 泰 平 2,920 7.66
日本マスタートラスト信託銀行株式会社
（ 信 託 口 ） 1,766 4.63

高 倉 健 一 1,100 2.88
株 式 会 社 日 本 カ ス ト デ ィ 銀 行
（ 信 託 口 ） 947 2.48

本 多 智 洋 934 2.45

楽 天 証 券 株 式 会 社 662 1.73

石 塚 保 行 598 1.57

２.　会社の株式に関する事項（2023年12月31日現在）

（注）１.　持株比率は自己株式（132株）を控除して計算しています。
２.　持株比率は、小数点第３位以下を切り捨てて表示しています。
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第 1 回 新 株 予 約 権

発 行 決 議 日 2018年12月３日

新 株 予 約 権 の 数 156,000個　
付 与 対 象 者 及 び 人 数 受託者　糸井俊博（注）１

新株予約権の目的となる株式の種類と数 普通株式 3,120,000株 （注）２(新株予約権１個につき 20株)　
新 株 予 約 権 の 行 使 時 の 払 込 金 額 新株予約権１個あたり1,600円（注）２

新 株 予 約 権 の 権 利 行 使 期 間 2020年４月１日から
2033年12月６日まで

行 使 の 条 件 （注）３

３.　新株予約権等の状況
新株予約権等に関する重要な事項

当社は、ストックオプション制度に準じた制度として、時価発行新株予約権信託®を活用した
インセンティブプランを導入しています。概要は次のとおりです。

（注）１．本新株予約権は、糸井俊博氏を受託者とする信託に割り当てられ、当社グループの役員及び従業員
等のうち受益者として指定されたものに交付されます。

２．2020年３月31日付で普通株式１株につき20株の割合で株式分割を行っています。これにより、
「新株予約権の目的となる株式の種類と数」及び「新株予約権の行使時の払込金額」が調整されて
います。

３．新株予約権の行使の条件に関する事項は次のとおりです。
（１）本第１回新株予約権の割当を受けた者（以下、「受託者」といいます。）は、本第１回新株予約

権を行使することができず、受託者より本第１回新株予約権の付与を受けた者（以下、「受益
者」または「本第1回新株予約権者」といいます。）のみが本第１回新株予約権を行使できるこ
ととする。

（２）本第１回新株予約権者は、①から③のいずれかの期間の損益計算書（連結損益計算書を作成した
場合には、連結損益計算書とする。）における営業利益が、600百万円を超過した場合にのみ本
新株予約権を行使することができる。なお、国際財務報告基準の適用、決算期の変更等により参
照すべき項目の概念に重要な変更があった場合には、別途参照すべき指標を当社取締役会にて定
めるものとする。
①2019年１月１日～2019年12月31日
②2020年１月１日～2020年12月31日

－ 19 －



招
集
ご
通
知

株
主
総
会
参
考
書
類

事
業
報
告

計
算
書
類

監
査
報
告

③2021年１月１日～2021年12月31日
（３）上記（２）にかかわらず、本新株予約権者は、本新株予約権の割当日から行使期間の満了日まで

において次に掲げる各事由が生じた場合には、残存するすべての本新株予約権を行使することが
できないものとする。
①行使価額を下回る価格を対価とする当社普通株式の発行等が行われた場合（払込金額が会社法
第199条第３項・同第200条第２項に定める「特に有利な金額である場合」を除く）。

②本新株予約権の目的である当社普通株式が日本国内のいずれの金融商品取引所にも上場されて
いない場合、行使価額を下回る価格を対価とする売買その他の取引が行われたとき（当該取引
時点における株式価値よりも著しく低いと認められる価格で取引が行われた場合を除く）。

③本新株予約権の目的である当社普通株式が日本国内のいずれかの金融商品取引所に上場された
場合以降、当該金融商品取引所における当社普通株式の普通取引の終値が、行使価額を下回る
価格となったとき。

④本新株予約権の目的である当社普通株式が日本国内のいずれの金融商品取引所にも上場されて
いない場合、ＤＣＦ法ならびに類似会社比較法等の方法により評価された株式評価額が行使価
額を下回ったとき。

（４）本第１回新株予約権者は、本新株予約権を行使する時まで継続して、当社または当社の子会社・
関連会社の取締役、監査役及び従業員並びに顧問、業務委託先及び業務提携先であることを要す
る。ただし、任期満了による退任、定年退職、その他正当な理由があると当社取締役会が認めた
場合は、この限りではない。

（５）本第１回新株予約権者が権利行使期間中に死亡した場合、その相続人は本第１回新株予約権を行
使することができない。

（６）本第１回新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総数が当該時点における発行可能株式数
を超過することとなるときは、当該本新株予約権の行使を行うことはできない。

（７）本第１回新株予約権１個未満の行使を行うことはできない。
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会社における地位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代 表 取 締 役 小 林 泰 平
経営全般
Sun Asterisk Vietnam Co., Ltd　CEO
株式会社Trys　代表取締役

取 締 役 服 部 裕 輔
経営管理担当
グルーヴ・ギア株式会社　取締役
株式会社Trys　取締役

取 締 役 梅 田 琢 也
事業推進担当
株式会社NEWh　取締役
グルーヴ・ギア株式会社　取締役

取 締 役 平 井 誠 人

取 締 役 石 渡 万 希 子 Natural Leadership Coaching　Owner/Principal

取 締 役
（常勤監査等委員） 二 本 柳 健

Sun Asterisk Vietnam Co., Ltd　監査役
グルーヴ・ギア株式会社　監査役
株式会社NEWh　監査役
株式会社Trys　監査役

取 締 役
（ 監 査 等 委 員 ） 小 澤 稔 弘 株式会社ファイントゥデイ　専務執行役員 CIO IT本部長

取 締 役
（ 監 査 等 委 員 ） 石 井 絵 梨 子 新幸総合法律事務所　パートナー

４.　会社役員の状況
（１）取締役の状況（2023年12月31日現在）

（注）１.　取締役石渡万希子氏及び取締役（監査等委員）小澤稔弘氏並びに取締役（監査等委員）石井絵梨子氏は、会社法第２条
第15号に定める社外取締役です。

２.　監査の実効性を高め、監査・監督機能を強化するために、二本柳健氏を常勤の監査等委員に選定しています。
３.　取締役石渡万希子氏及び取締役（監査等委員）小澤稔弘氏並びに取締役（監査等委員）石井絵梨子氏は、東京証券取引

所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ています。
４.　取締役（常勤監査等委員）二本柳健氏は、公認会計士の資格を有しており、財務・会計・監査に関する相当程度の知見

を有しています。
5.　取締役（監査等委員）石井絵梨子氏は、弁護士の資格を有しており、企業法務に関する相当程度の知見を有していま

す。
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（２）責任限定契約の内容の概要
当社と各取締役（業務執行取締役を除く）は、会社法第427条第１項の規定に基づき、会社

法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しています。
当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令が定める最低責任限度額としています。

（３）役員等賠償等責任保険契約（D&O保険）の内容の概要
当社は、当社及び子会社の取締役及び監査役を被保険者として、会社法第430条の３第１項に

規定する役員等賠償等責任保険契約を保険会社との間で締結しています。
当該保険契約では、被保険者である役員等がその職務の執行に関し行った行為に起因して役員

等に損害賠償請求がなされたことにより、役員等が負担する損害賠償責任に基づき負担する損害
を当該保険契約により補填することとしています。ただし、被保険者の背任行為、犯罪行為、詐
欺的な行為又は法令に違反することを認識しながら行った行為等で被保険者自身の損害は、補償
の対象としないこととしています。当該役員等賠償責任保険契約についてその保険料を当社が全
額負担しています。

（４）取締役の報酬等
①　役員報酬等の内容の決定に関する方針等

当社は、2021年１月20日開催の取締役会において、取締役の個人別の報酬等の内容に係
る決定方針を決議しています。

また、2021年10月20日開催の取締役会において、指名報酬委員会の設置を決議してい
ます。これにより、第10期以降の取締役（監査等委員である取締役を除く）の個別報酬等
の内容決定については、指名報酬委員会の答申を踏まえた取締役会の決議によるものとなり
ます。

取締役会は、当事業年度に係る取締役の個人別の報酬等について、報酬等の内容の決定方
法及び決定された報酬等の内容が当該決定方針と整合していることや、指名報酬委員会から
の答申が尊重されていることを確認しており、当該決定方針に沿うものであると判断してい
ます。
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イ.　基本方針
当社の取締役の報酬は、企業価値の持続的な向上を図るインセンティブとして十分に機

能するよう株主利益と連動した報酬体系とし、個々の取締役の報酬の決定に際しては各職
責を踏まえた適正な水準とすることを基本方針とする。具体的には、業務執行取締役の報
酬は、固定報酬としての基本報酬、業績連動報酬等及び非金銭報酬等により構成し、監督
機能を担う取締役および社外取締役については、その職務に鑑み、基本報酬のみを支払う
こととする。

ロ.　基本報酬(金銭報酬)の個人別の報酬等の額の決定に関する方針(報酬等を与える時期ま
たは条件の決定に関する方針を含む。)

当社の取締役の基本報酬は、月例の固定報酬とし、役位、職責、在任年数に応じて他社
水準、当社の業績、従業員給与の水準をも考慮しながら、総合的に勘案して決定するもの
とする。

ハ.　業績連動報酬等ならびに非金銭報酬等の内容および額または数の算定方法の決定に関
する方針(報酬等を与える時期または条件の決定に関する方針を含む。)

業績連動報酬は、事業年度ごとの業績向上に対する意識を高めるため業績指標（KPI）を
反映した現金報酬とし、各事業年度の連結売上高及び連結EBITDAの目標値に対する達成
割合に応じて算定された額を賞与(事前確定届出給与)として毎年、一定の時期に支給す
る。目標値は前事業年度の決算短信に記載の「連結業績予想の売上高」及び「連結業績予
想」に基づき算定された連結EBITDAとする。

目標となる業績指標とその値は、計画策定時に設定し、適宜、環境の変化に応じて指名
報酬委員会の答申を踏まえた見直しを行うものとする。

非金銭報酬等は、上場後5年以内に何らかの株式報酬制度を検討し、適宜、環境の変化に
応じて指名報酬委員会の答申を踏まえて導入を行うものとする。
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区 分
対象とな
る役員の
員 数
（ 名 ）

報 酬 等 の 種 類 別 の 総 額 （ 百 万 円 ）

基本報酬 業績連動報酬等 非金銭報酬等

取 締 役
（監査等委員を除く）
（ う ち 社 外 取 締 役 ）

　　　　6
　　　　（2）

　62
　（3）

56
（－） ー

監査等委員である取締役
（ う ち 社 外 取 締 役 ）

　　　　３
　　　　（２）

　24
　（9） － －

合計
（うち社外取締役）

　　　　9
　　　　（4）

　87
　（13）

56
（－） －

ニ.　金銭報酬の額、業績連動報酬等の額または非金銭報酬等の額の取締役の個人別の報酬
等の額に対する割合の決定に関する方針

業務執行取締役の種類別の報酬割合については、当社と同程度の事業規模や関連する業
種・業態に属する企業をベンチマークとする報酬水準を踏まえ、上位の役位ほど業績連動報
酬のウェイトが高まる構成とし、指名報酬委員会において検討を行う。取締役会は指名報酬
委員会の答申内容を尊重し，当該答申で示された種類別の報酬割合の範囲内で取締役の個人
別の報酬等の内容を決定することとする。

なお、当面の報酬等の種類ごとの比率の目安は、基本報酬：業績連動報酬等: 非金銭報酬
等＝55〜75%：45〜25%：0%とする。

ホ　.取締役の個人別の報酬等の内容についての決定に関する事項
取締役の個別の報酬等の内容は、指名報酬委員会の答申を踏まえ、取締役会において決議

する。また、指名報酬委員会については、その過半数を社外取締役とする。なお、監査等委
員である取締役については、監査等委員の協議により決定する。

②　当事業年度に係る報酬等の総額

（注） １.　上表には、2023年３月30日開催の第10回定時株主総会終結の時をもって退任した社外取締役１
名を含んでおります。

２.　取締役（監査等委員である取締役を除く）及び監査等委員である取締役の報酬限度額は、2020
年３月30日開催の第７回定時株主総会における決議により、以下のとおり定められています。

①取締役（監査等委員である取締役を除く）：年額500百万円以内（ただし、使用人分給与は含
まない。）。当該株主総会終結時点の取締役の員数は、５名です。

②監査等委員である取締役：年額50百万円以内（ただし、使用人分給与は含まない。）。当該株
主総会終結時点の監査等委員である取締役の員数は、3名（うち、社外取締役２名）です。

－ 24 －



業績指標 2023年12月期目標値 2023年12月期実績値
連結売上高 12,087百万円 12,516百万円

連結EBITDA 1,351百万円 1,969百万円

３.　業績連動報酬等は、事業年度ごとの業績向上に対する意識を高めるため業績指標（KPI）を反映し
た現金報酬とし、各事業年度の連結売上高及び連結EBITDAの目標値に対する達成割合に応じて
算定された額を賞与（事前確定届出給与）として一定の時期に支給します。2023年12月期にお
ける業績連動報酬等に係る業績指標の目標値及び実績値は、以下のとおりです。

（注）2023年12月期の目標値は、「2022年12月期　決算短信〔日本基準〕（連結）」（2023
年２月８日）に開示した「2023年12月期の連結業績予想」に記載の「売上高」、「営業
利益」に減価償却費及びのれん償却額を加えた数値です。2023年12月期の実績値は、
「2023年12月期　決算短信〔日本基準〕（連結）」（2024年2月９日）に開示した
「2023年12月期の連結業績」に記載の「売上高」、「営業利益」に減価償却費及びのれ
ん償却額を加えた数値です。

４.　当社代表取締役の小林泰平については、子会社の代表取締役を兼任しており、子会社からの報酬
も発生しています。支給額については、ベトナム労働法第90条及び2022/06/12付の政令
38/2022/ND-CP第4条により、従業員に支給する給与額は政府で定められている最低賃金より
高くする必要があり、他の管理職との給与レンジの整合性がとれるよう賃金テーブルを定め、
2023年３月30日開催の取締役会において承認されています。そのため上記役員報酬の中には、
子会社からの報酬（取締役6百万円）を含めています。

５.　上表の業績連動報酬等には、当事業年度に係る役員賞与引当金繰入額56百万円（取締役３名に対
して56百万円）を記載しています。
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出 席 状 況 、 発 言 状 況 及 び
期 待 さ れ る 役 割 に 関 し て 行 っ た 職 務 の 概 要

取締役 石 渡 万 希 子

就任後に開催された取締役会９回のうち９回に出席しまし
た。取締役会において、主に会社経営及び人材育成・コーチ
ングにおける豊富な経験、知見に基づく助言、提言を行って
います。また、指名報酬委員会の委員を務め、取締役等の指
名及び報酬について重点的に審議し、取締役会に答申するに
あたり重要な役割を果たしています。

取締役
(監査等委員) 小 澤 稔 弘

当事業年度に開催された取締役会12回のうち12回に、監査等
委員会14回のうち14回に出席しました。取締役会、監査等委
員会において、主に経営全般に関する豊富な経験、知識に基
づく助言、提言を行っています。また、指名報酬委員会の委
員長を務め、取締役等の指名及び報酬について重点的に審議
し、取締役会に答申するにあたり重要な役割を果たしていま
す。

取締役
(監査等委員) 石 井 絵 梨 子

当事業年度に開催された取締役会12回のうち12回に、監査等
委員会14回のうち14回に出席しました。取締役会、監査等委
員会において、主に企業法務やガバナンスに関する豊富な経
験、知識に基づく助言、提言を行っています。また、指名報
酬委員会の委員を務め、取締役等の指名及び報酬について適
宜発言し、取締役会に答申するにあたり重要な役割を果たし
ています。

（５）社外役員に関する事項
① 他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

・取締役石渡万希子氏は、Natural Leadership CoachingのOwner/Principalを兼職して
います。上記１社と当社の間に特別な関係はありません。

・取締役（監査等委員）小澤稔弘氏は、株式会社ファイントゥデイ専務執行役員 CIO IT本
部長を兼職しています。上記１社と当社の間には特別な関係はありません。

・取締役（監査等委員）石井絵梨子氏は、新幸総合法律事務所のパートナーを兼職してい
ます。上記１社と当社の間には特別な関係はありません。

② 当事業年度における主な活動状況

（注） １.　上表の取締役会の開催回数のほか、会社法第370条及び定款の規定に基づき、取締役会決議があっ
たものとみなす書面決議が４回ありました。
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報 酬 等 の 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 　23百万円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 26

５.　会計監査人の状況
（１）名称　　　太陽有限責任監査法人

（２）報酬等の額

（注）１. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監
査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係
る会計監査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しています。

２. 監査等委員会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積りの算出
根拠などが適切であるかどうかについて必要な検証を行ったうえで、会計監査人の報酬等の額に
ついて同意の判断をしました。

３. 当 社 の 重 要 な 子 会 社 の う ち 、Sun Asterisk Vietnam Co., Ltd に つ い て は 、Grant 
Thornton（VIETNAM）の監査を受けています。円換算金額は、期末日レートにて換算していま
す。

（３）非監査業務の内容
　該当事項はありません。

（４）会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
　監査等委員会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断し
た場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を決定しま
す。
　また、監査等委員会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当する
と認められる場合は、監査等委員全員の同意に基づき会計監査人を解任いたします。この場
合、監査等委員会が選定した監査等委員は、解任後最初に招集される株主総会におきまし
て、会計監査人を解任した旨と解任の理由を報告します。
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（５）会計監査人が現に受けている業務停止処分
　金融庁が2023年12月26日付で発表した業務停止処分の概要
①　処分対象

　太陽有限責任監査法人
②　処分内容

・　契約の新規の締結に関する業務の停止 3か月（2024年１月１日から同年3月31日ま
で。ただし、すでに監査契約を締結している被監査会社について、監査契約の期間更新や上
場したことに伴う契約の新規締結を除く。）
・　業務改善命令（業務管理体制の改善）
・　処分理由に該当することとなった重大な責任を有する社員が監査業務の一部（監査業務
に係る審査）に関与することの禁止 3か月（2024年１月１日から同年３月31日まで）

③　処分理由
　他社の訂正報告書等の監査において、相当の注意を怠り、重大な虚偽のある財務書類を重
大な虚偽のないものと証明したため。
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６.　会社の支配に関する基本方針
当社では、会社の財務及び事業の方針の決定を支配する者のあり方に関する基本方針は定めて

いません。

７.　剰余金の配当等の決定に関する基本方針
当社グループは、株主に対する利益還元を経営上の重要課題の一つとして位置付けています

が、創業して間もないことから、財務体質の強化に加えて事業拡大のための内部留保の充実等を
図り、事業拡大のための投資に充当していくことが株主に対する最大の利益還元につながると考
えています。このことから、創業以来配当は実施しておらず、今後においても当面の間は内部留
保の充実を図る方針です。
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科 目 金 額 科 目 金 額
（資　  産　  の　  部）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

売 掛 金 及 び 契 約 資 産

仕 掛 品

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 附 属 設 備

工 具 、 器 具 及 び 備 品

無 形 固 定 資 産

の れ ん

そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金　

10,047

 7,946

 1,422

 68

 656

 △45

1,811

252

170

81

507

456

51

1,051

489

102

634

△174　

（負　  債　  の　  部）
流 動 負 債 2,035

買 掛 金 242
１年内返済予定の長期借入金 33
未 払 金 66
未 払 費 用 408
未 払 法 人 税 等 328
契 約 負 債 295
賞 与 引 当 金 195
そ の 他 463

固 定 負 債 324
長 期 借 入 金 11
資 産 除 去 債 務 95
繰 延 税 金 負 債 85
そ の 他 132

負 債 合 計 2,359
（ 純 　 資 　 産 　 の 　 部 ）
株 主 資 本 8,865

資 本 金 1,717
資 本 剰 余 金 1,702
利 益 剰 余 金 5,445
自 己 株 式 △0

その他の包括利益累計額 633
その他有価証券評価差額金 19
為 替 換 算 調 整 勘 定 614

新 株 予 約 権 0
純 資 産 合 計 9,499

資 産 合 計 11,859 負 債 純 資 産 合 計 11,859

連 結 貸 借 対 照 表
（2023年12月31日現在）

（単位：百万円）

（注）金額は、百万円未満を切り捨てて表示しています。
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(2023年１月１日から
2023年12月31日まで )

科 目 金 額
売 上 高 12,516
売 上 原 価 5,971
売 上 総 利 益 6,545
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 4,770
営 業 利 益 1,775
営 業 外 収 益

受 取 利 息 402
助 成 金 収 入 1
為 替 差 益 180
そ の 他 5 590

営 業 外 費 用
支 払 利 息 6
貸 倒 引 当 金 繰 入 額 73
そ の 他 5 85

経 常 利 益 2,279
特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 55
そ の 他 2 58

特 別 損 失
出 資 金 評 価 損 8
関 係 会 社 出 資 金 評 価 損 73
関 係 会 社 株 式 評 価 損 53
移 転 費 用 33
投 資 有 価 証 券 評 価 損 40
そ の 他 21 229

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 2,107
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 582
法 人 税 等 調 整 額 △43 538
当 期 純 利 益 1,569
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 1,569

連 結 損 益 計 算 書

（単位：百万円）

（注）金額は、百万円未満を切り捨てて表示しています。
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科 目 金 額 科 目 金 額
（資　  産　  の　  部）

流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
売 掛 金 及 び 契 約 資 産
仕 掛 品
前 渡 金
前 払 費 用
短 期 貸 付 金
未 収 入 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物 附 属 設 備
工 具 、 器 具 及 び 備 品

無 形 固 定 資 産
ソ フ ト ウ エ ア

投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式
関 係 会 社 出 資 金
長 期 貸 付 金
繰 延 税 金 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金　

4,654
2,969
1,144

10
4

146
170
158
92

△42
1,802

175
122
53
41
41

1,585
468
836
46
46
79

275
△168　

（負　  債　  の　  部）
流 動 負 債 1,905

買 掛 金 548
１年内返済予定の長期借入金 24
未 払 金 59
未 払 費 用 300
未 払 法 人 税 等 202
未 払 消 費 税 等 295
預 り 金 26
契 約 負 債 295
賞 与 引 当 金 151
そ の 他 0

固 定 負 債 126
資 産 除 去 債 務 64
そ の 他 62

負 債 合 計 2,032
（ 純 　 資 　 産 　 の 　 部 ）
株 主 資 本 4,405

資 本 金 1,717
資 本 剰 余 金 1,702
資 本 準 備 金 1,702

利 益 剰 余 金 984
そ の 他 利 益 剰 余 金 984
繰 越 利 益 剰 余 金 984

自 己 株 式 △0
評 価 ・ 換 算 差 額 等 19
その他有価証券評価差額金 19

新 株 予 約 権 0
純 資 産 合 計 4,424

資 産 合 計 6,456 負 債 純 資 産 合 計 6,456

貸　借　対　照　表
（2023年12月31日現在）

（単位：百万円）

（注）金額は、百万円未満を切り捨てて表示しています。
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(2023年１月１日から
2023年12月31日まで )

科 目 金 額
売 上 高 9,657
売 上 原 価 6,687
売 上 総 利 益 2,969
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 2,305
営 業 利 益 663
営 業 外 収 益

受 取 利 息 1
為 替 差 益 11
そ の 他 15 27

営 業 外 費 用
支 払 利 息 6
貸 倒 引 当 金 繰 入 額 73
そ の 他 0 80

経 常 利 益 611
特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 0 0
特 別 損 失

投 資 有 価 証 券 評 価 損 40
関 係 会 社 出 資 金 評 価 損 42
関 係 会 社 株 式 評 価 損 53
そ の 他 16 152

税 引 前 当 期 純 利 益 459
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 215
法 人 税 等 調 整 額 △26 189
当 期 純 利 益 269

損　益　計　算　書

（単位：百万円）

（注）金額は、百万円未満を切り捨てて表示しています。
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指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 本 間 洋 一
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 清 水 幸 樹

独立監査人の監査報告書
2024年２月26日

株式会社Sun Asterisk
取締役会　御中

太陽有限責任監査法人
東京事務所

監査意見
当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社Sun Asteriskの2023年１月１日から2023年12月

31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及
び連結注記表について監査を行った。

当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、　
株式会社Sun Asterisk及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況を、全て
の重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準におけ

る当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国におけ
る職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任
を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示すること

にある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を
監視することにある。

当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記
載内容に対して意見を表明するものではない。

連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内
容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、その
ような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告す
ることが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に対する経営者及び監査等委員会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作成し適正

に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するため
に経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

連結計算書類に係る会計監査報告
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連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適切であるか
どうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示す
る必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重要な虚偽表

示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明す
ることにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者
の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家と
しての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を

立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監
査証拠を入手する。

・ 連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評
価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び
関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づ
き、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論
付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に
注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対し
て除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づい
ているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているか
どうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連結計算書類が基礎となる取
引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・ 連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠を入
手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見
に対して責任を負う。
監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要

な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに

監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じ
ている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上
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指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 本 間 洋 一
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 清 水 幸 樹

独立監査人の監査報告書
2024年２月26日

株式会社Sun Asterisk
取締役会　御中

太陽有限責任監査法人
東京事務所

監査意見
当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社Sun Asteriskの2023年１月１日から2023年

12月31日までの第11期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記
表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。

当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該
計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準におけ

る当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における
職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。
当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示するこ

とにある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行
を監視することにある。

当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記
載内容に対して意見を表明するものではない。

計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内
容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのよ
うな重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告
することが求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類等に対する経営者及び監査等委員会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作成し適正に

表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正に表示するために経
営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

計算書類に係る会計監査報告
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計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切であるかどう
かを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必
要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要な虚偽表示

がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に対する意見を表明するこ
とにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思
決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家と
しての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を

立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監
査証拠を入手する。

・ 計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価
の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び
関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づ
き、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結
論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項
に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対し
て除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づ
いているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかど
うかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や
会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。
監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要

な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに

監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じ
ている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

－ 37 －



招
集
ご
通
知

株
主
総
会
参
考
書
類

事
業
報
告

計
算
書
類

監
査
報
告

監　査　報　告　書
当監査等委員会は、2023年1月1日から2023年12月31日までの第11期事業年度における取締役の職務の執行について監

査いたしました。その方法及び結果につき以下のとおり報告いたします。

１. 監査の方法及びその内容
監査等委員会は、会社法第399条の13第１項第１号ロ及びハに掲げる事項に関する取締役会決議の内容並びに当該決議

に基づき整備されている体制（内部統制システム）について取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定
期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明するとともに、下記の方法で監査を実施しました。

①　監査等委員会が定めた監査等委員会監査等の基準に準拠し、職務の分担等に従い、会社の内部統制部門と連携の上、
重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行に関する事項の報告を受け、必要に応じて説明を求め、
重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、子会社に
ついては、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受け
ました。

②　会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、会計監査人か
らその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適
正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基
準」（企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資
本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主
資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。

２. 監査の結果
（1） 事業報告等の監査結果

①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。
②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められません。
③　内部統制システムに関する取締役会の決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システムに関する

事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。
（2） 計算書類及びその附属明細書の監査結果

　　 　太陽有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。
（3） 連結計算書類の監査結果

　　 　太陽有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2024年２月26日
株 式 会 社 Ｓ ｕ ｎ 　 Ａ ｓ ｔ ｅ ｒ ｉ ｓ ｋ
監 査 等 委 員 会

常 勤 監 査 等 委 員 二 本 柳 健 ㊞

監 査 等 委 員 小 澤 稔 弘 ㊞

監 査 等 委 員 石 井 絵 梨 子 ㊞
　

監査等委員会の監査報告

（注）監査等委員小澤稔弘及び石井絵梨子は、会社法第２条第15号及び第331条第６項に規定する社外取締役であります。
以　上
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会場：東京都千代田区神田駿河台四丁目６番地
御茶ノ水ソラシティ
カンファレンスセンター　２F　Terrace Room

交通 ＪＲ中央線・総武線「御茶ノ水」駅　聖橋口より 徒歩約１分
東京メトロ千代田線「新御茶ノ水」駅　Ｂ２出口 直結
東京メトロ丸ノ内線「御茶ノ水」駅　出口１より 徒歩約４分
都営新宿線「小川町」駅　Ｂ３出口より 徒歩約６分

※駐車場のご用意はありませんので、お車でのご来場はご遠慮くださいますようお願
い申しあげます。

見やすいユニバーサルデザイン
フォントを採用しています。

株 主 総 会 会 場 ご 案 内 図
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